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＜１＞ 新地方公会計制度（統一的な基準）に基づく財務４表について 

 

１ 財務４表の作成基準 

本市の財務４表は、総務省より示された「統一的な基準による地方公会計マニ

ュアル」に基づき作成しています。 

 

（１）対象年度 

令和６年度決算に基づく財務情報（基準日：令和７年３月３１日） 

（2）作成対象範囲 

作成した財務４表は一般会計等（普通会計）、全体、連結の３つの種類であり、

その対象範囲は下記のとおりです。普通会計をまとめたものが一般会計等財務

書類、そこに公営事業会計・公営企業会計を追加したものを全体財務書類、さら

に一部事務組合、第三セクター等を追加したものを連結財務書類として作成して

います。 
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２ 財務書類の概要 

公会計の財務書類とは、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、｢純資産変動計

算書｣、「資金収支計算書」を指します。 

 

①「貸借対照表（B/S）」 

資産、負債と純資産の３要素で構成され、資産をどれだけ保有しているか、ま

た、将来世代の負担となる地方債等の債務を表します。 
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②「行政コスト計算書（P/L）」 

企業会計でいう「損益計算書」にあたるもので、本市が１年間に提供した行政

サービスに要したコストとその財源である使用料や負担金等の収入の状況を表し

ます。これにより算出される「純行政コスト」は純資産変動計算書の変動要因とし

て計上します。 
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③「純資産変動計算書（N/W）」 

貸借対照表の純資産の部が１年間でどのように変動したかを表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
府 
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④「資金収支計算書（C/F）」 

行政活動の資金の流れを分析します。資金増減を業務活動収支、投資活動収

支、財務活動収支の３つに分類して表したものです。企業会計でいう「キャッシュ

フロー計算書」にあたります。歳計外現金の増減も反映した「本年度末現金預金

残高」が貸借対照表の現金と一致します。 
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⑤財務４表の相互関係 

これら財務４表はぞれぞれの表とつながっており、以下のように互いに関連し

ています。 

 

 

 

行 政 コ ス ト 計 算 書

資産の部     負債の部 純経常行政コスト

 ・・・・

 ・・・・ 純資産の部

　現金

 ・・・・ 純行政コスト

純 資 産 変 動 計 算 書

期首純資産残高

│

純行政コスト

＋

税収等、国県等補助金

±

固定資産等の変動

∥

本年度末純資産残高

歳計（外）現金増減額

＋

貸 借 対 照 表

資 金 収 支 計 算 書

収入

│

前年度末歳計現金残高

∥

本年度末現金預金残高

臨時損失（利益)

∥

│

支出

∥
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＜２＞ 貸借対照表について 

【一般会計等】
（百万円）

R６ R５ 増減 R６ R５ 増減

固定資産 147,151 148,349 △ 1,198 固定負債 44,937 45,481 △ 543

　事業用資産 68,881 68,179 702 　地方債 39,279 39,922 △ 643

　インフラ資産 62,743 63,871 △ 1,128 　退職手当引当金 5,452 5,444 7

　物品 1,343 1,341 2 　その他 207 115 92

　基金 5,474 6,503 △ 1,029 流動負債 5,981 5,970 11

　その他 8,710 8,455 255 　1年内償還予定地方債 4,931 5,072 △ 141

流動資産 4,736 5,125 △ 390 　その他 1,050 897 152

　現金預金 1,059 1,547 △ 489 負債合計 50,918 51,450 △ 532

　基金 3,586 3,478 108

　その他 91 100 △ 9

資産合計 151,887 153,474 △ 1,588

R６ R５ 増減

固定資産形成分 150,760 151,848 △ 1,088

余剰分（不足分） △ 49,791 △ 49,824 33

他団体出資等分 -

純資産合計 100,968 102,024 △ 1,055

資産 負債

純資産

 

 

 

※百万円単位のため、四捨五入により合計額に差が生じる場合があります。 

［一般会計等貸借対照表］ 

令和7年3月31日現在の資産の総額は151,887百万円、負債の総額は50,918

百万円、資産と負債の差である純資産は 100,968 百万円で、資産に対する負債

の割合は 33.5％となっています。 

資産の部では、インフラ資産や各施設の建物・土地、物品などの有形固定資産

が 132,967 百万円と資産全体の 87.5％を占めており、対して負債の部では、翌年

度償還予定額を含めた地方債残高が 44,210 百万円と負債全体の 86.8％を占め

ています。 

 

資産の部、固定資産の主な増減要因については、桃映地域公民館新築工事、

六人部地域公民館・体育館大規模改修工事の建設事業等の大規模投資的事業

が重なったことにより事業用資産が増加しました。一方で、インフラ資産が減価償

却により減少しました。加えて、将来の公債費抑制のために実施した地方債繰上

償還の財源とする減債基金や、合併算定替逓減対策基金、その他特定目的基金

の取り崩しにより基金が減少し、固定資産全体で 1,198 百万円の減となりました。

また流動資産においては、投資活動収入が減少したことにより、現金預金が減少

し 390 百万円の減となりました。 

負債の部では、市債の繰上償還の実施により地方債が減少し、全体で 532 百

万円の減となりました。 

これら資産と負債の差額である純資産は、前年度比較で 1,055 百万円減少しま

した。 
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【全体・連結会計】
（百万円）

全体会計 連結会計 全体会計 連結会計

固定資産 240,884 242,833 固定負債 118,456 118,602

　事業用資産 82,153 84,258 　地方債 73,804 73,877

　インフラ資産 134,839 134,839 　退職手当引当金 6,959 6,967

　物品 13,415 13,668 　その他 37,693 37,758

　基金 6,786 7,650 流動負債 12,883 13,154

　その他 3,691 2,418 　1年内償還予定地方債 8,641 8,641

流動資産 17,776 19,016 　その他 4,242 4,513

　現金預金 10,969 12,145 負債合計 131,339 131,756

　基金 3,586 3,589

　その他 3,221 3,282

資産合計 258,660 261,849

全体会計 連結会計

固定資産形成分 244,519 246,445

余剰分（不足分） △ 117,172 △ 116,537

他団体出資等分 - 185

純資産合計 127,347 130,093

資産 負債

純資産

 
 

※百万円単位のため、四捨五入により合計額に差が生じる場合があります。 

［全体貸借対照表］ 

令和 7 年 3 月 31 日現在の資産の総額は 258,660 百万円、負債の総額は、

131,339 百万円、資産と負債の差である純資産は 127,347 百万円で、資産に対す

る負債の割合は 50.8％となっています。 

資産の部では、インフラ資産や各施設の建物・土地・物品などの有形固定資産

が 230,407 百万円と資産全体の 89.1％を占めており、一方、負債の部では、翌年

度償還予定額を含めた地方債残高が 82,445 百万円と負債全体の 62.8％を占め

ています。 

 

 

［連結貸借対照表］ 

令和 7 年 3 月 31 日現在の資産の総額は 261,849 百万円、負債の総額は、

131,756 百万円、資産と負債の差である純資産は 130,093 百万円で、資産に対す

る負債の割合は 50.3％となっています。 

資産の部では、インフラ資産や各施設の建物・土地・物品などの有形固定資産

が 232,765 百万円と資産全体の 88.9％を占めており、一方、負債の部では、翌年

度償還予定額を含めた地方債残高が 82,518 百万円と負債全体の 62.6％を占め

ています。 
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＜３＞ 行政コスト計算書について 

【一般会計等】
（百万円）

R６ R５ 増減 R６ R５ 増減

業務費用 21,939 22,691 △ 752 経常収益 2,183 2,765 △ 581

　人件費 9,033 8,237 796 　使用料及び手数料 1,075 1,073 2

　物件費 7,486 9,481 △ 1,996 　その他 1,109 1,692 △ 583

　減価償却費 4,031 3,968 63 臨時利益 21 122 △ 101

　その他 1,389 1,005 384 収益合計 2,204 2,887 △ 683

移転費用 18,788 18,628 159

　補助金等 9,142 9,459 △ 317

　社会保障給付 6,319 5,957 362

　他会計への繰出金 3,258 3,177 81 R６ R５ 増減

　その他 69 36 33 △ 38,543 △ 38,554 11

経常費用合計 40,726 41,319 △ 593

臨時損失 1,027 1,099 △ 72

　資産除売却損 21 414 △ 393

　その他 1,006 685 321 R６ R５ 増減

費用合計 41,753 42,418 △ 665 △ 39,549 △ 39,531 △ 18

純行政コスト

費用 収益

純経常行政コスト

 

 

※百万円単位のため、四捨五入により合計額に差が生じる場合があります。 

 

［一般会計等行政コスト計算書］ 

経常費用全体としては、人件費9,033百万円、物件費7,486百万円をはじめとし

た業務費用が 21,939 百万円、また補助金等 9,142 百万円や社会保障給付 6,319

百万円などの現金や現物を給付する行政サービスに関するコストである移転費

用が 18,788 百万円で、総額 40,726 百万円となりました。 

 

対して経常収益は、使用料・手数料、その他負担金等の総額が 2,183 百万円と

なり、経常費用と経常収益の差額である純経常行政コストは 38,543 百万円となり

ました。これに臨時収支を加えた純行政コストは 39,549 百万円となっています。 

 

費用のうち業務費用においては、給与改定に伴う職員給与費の増加等により

人件費が増となりました。その一方、ふくちやま応援プレミアムポイントや植物繊

維素材給食食器導入の終了により物件費が1,996百万円減少しました。また移転

費用においては、調整給付金、児童手当、自立支援給付等の社会保障給付が増

加したことにより 159 百万円増加しましたが、業務費用の減少が大きく、費用全体

としては 665 百万円の減となっています。対して収益は、分担金及び負担金（京

都府中・北部地域消防指令センター負担金）が減少したことにより、683 百万円の

減となっています。 

これら費用と収益の差額である純行政コストは、前年度比較で 18 百万円のコ

スト増となりました。 

 



10 

 

【全体・連結会計】
（百万円）

全体会計 連結会計 全体会計 連結会計

業務費用 46,145 48,199 経常収益 21,912 22,879

　人件費 17,120 18,145 　使用料及び手数料 19,176 19,176

　物件費 16,777 17,537 　その他 2,736 3,703

　減価償却費 8,590 8,650 臨時利益 194 194

　その他 3,658 3,867 収益合計 22,106 23,073

移転費用 28,746 38,567

　補助金等 22,165 31,959

　社会保障給付 6,339 6,339

　他会計への繰出金 - - 全体会計 連結会計

　その他 242 269 △ 52,979 △ 63,886

経常費用合計 74,891 86,766

臨時損失 1,136 1,136

　資産除売却損 71 71

　その他 1,065 1,065 全体会計 連結会計

費用合計 76,027 87,902 △ 53,921 △ 64,828

純行政コスト

費用 収益

純経常行政コスト

 

 

※百万円単位のため、四捨五入により合計額に差が生じる場合があります。 

 

［全体行政コスト計算書］ 

経常費用としては、人件費 17,120 百万円や物件費 16,777 百万円をはじめとし

た業務費用が 46,145 百万円、移転費用が 28,746 百万円で総額が 74,891 百万円、

使用料・手数料等の経常収益の総額は21,912百万円となっており、差し引きの純

経常行政コストは 52,979 百万円となっています。また、それらに臨時収支を加え

た純行政コストは 53,921 百万円となりました。 

 

 

［連結行政コスト計算書］ 

経常費用としては、人件費18,145百万円、物件費17,537百万円をはじめとした

業務費用が 48,199 百万円、移転費用が 38,567 百万円で総額が 86,766 百万円、

使用料・手数料等の経常収益の総額は22,879百万円となっており、差し引きの純

経常行政コストは 63,886 百万円となっています。また、それらに臨時収支を加え

た純行政コストは 64,828 百万円となりました。 
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＜４＞ 純資産変動計算書について 

 

【一般会計等】
（百万円）

R６ R５ 増減

前年度末純資産残高 102,024 102,091 △ 67

　固定資産等形成分 151,848 151,416 432

　余剰分（不足分） △ 49,824 △ 49,325 △ 499

　他団体出資等分 - - -

純行政コスト △ 39,549 △ 39,531 △ 18

財源

　税収等 28,529 27,970 559

　国府等補助金 11,834 11,419 414

固定資産等の変動

　固定資産等形成分 807 358 449

　余剰分（不足分） △ 807 △ 358 △ 449

その他の変動 △ 1,868 75 △ 1,943

本年度純資産変動額 △ 1,055 △ 67 △ 988

本年度末純資産残高 100,968 102,024 △ 1,055

　固定資産等形成分 150,760 151,848 △ 1,088

　余剰分（不足分） △ 49,791 △ 49,824 33

　他団体出資等分 - - -
 

 

※百万円単位のため、四捨五入により合計額に差が生じる場合があります。 

 

［一般会計等純資産変動計算書］ 

純資産残高について、前年度の期末残高 102,024 百万円から 1,055 百万円減

少し、本年度期末残高は 100,968 百万円となりました。その内訳は、固定資産等

形成分が 150,760 百万円、余剰分（不足分）が△49,791 百万円となっています。 

 

純行政コストについては、前項のとおり前年度から 18 百万円の増となりました。

財源においては税収等が 559 百万円増の 28,529 百万円、国府等補助金は地方

創生臨時交付金が減少する一方で、子どものための教育・保育給付交付金の増

加などにより 414 百万円増の 11,834 百万円、合わせて 973 百万円増の 40,363

百万円となりました。その他の要因を合わせ、本年度純資産変動額は前年度比

較で 988 百万円減となりました。 
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【全体・連結会計】
（百万円）

全体会計 連結会計

前年度末純資産残高 130,393 133,286

　固定資産等形成分 245,584 247,583

　余剰分（不足分） △ 115,191 △ 114,484

　他団体出資等分 - 187

純行政コスト △ 53,921 △ 64,828

財源

　税収等 32,834 38,785

　国府等補助金 19,742 24,659

固定資産等の変動

　固定資産等形成分 1,306 1,248

　余剰分（不足分） △ 1,306 △ 1,248

その他の変動 △ 1,701 △ 1,468

本年度純資産変動額 △ 3,046 △ 3,193

本年度末純資産残高 127,347 130,093

　固定資産等形成分 244,519 246,445

　余剰分（不足分） △ 117,172 △ 116,537

　他団体出資等分 - 185

※百万円単位のため、四捨五入により合計額に差が生じる場合があります。 

 

［全体純資産変動計算書］ 

 前年度の期末純資産残高 130,392 百万円から、3,046 百万円減少し、本年度期

末残高は 127,347 百万円となりました。その内訳は、固定資産等形成分が

244,519 百万円、余剰分（不足分）が△117,172 百万円となっています。 

 

 

［連結純資産変動計算書］ 

前年度の期末純資産残高 133,286 百万円から、3,193 百万円減少し、本年度期

末残高は 130,093 百万円となりました。その内訳は、固定資産等形成分が

246,445 百万円、余剰分（不足分）が△116,537 百万円、他団体出資等分が 185 百

万円となっています。 
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＜５＞ 資金収支計算書について 

【一般会計等】
（百万円）

R６ R５ 増減 R６ R５ 増減

1,256 1,743 △487 業務活動支出 37,565 37,979 △ 414

　業務支出 36,559 37,294 △ 735

　　業務費用支出 17,772 18,666 △ 894

　　移転費用支出 18,788 18,628 159

R６ R５ 増減 　臨時支出 1,006 685 321

業務活動収入 40,931 40,080 851 投資活動支出 6,716 6,925 △ 208

　業務収入 40,931 40,080 851 財務活動支出 6,336 5,604 733

　臨時収入 - - - 支出合計 50,617 50,508 109

投資活動収入 3,790 4,344 △ 553 本年度資金収支 △ 1,098 △ 487 △ 611

財務活動収入 5,367 5,596 △ 229

収入合計 50,088 50,020 68

R６ R５ 増減

727 1,256 △ 529

本年度末資金残高

前年度末資金残高 支出

収入

 
 

※百万円単位のため、四捨五入により合計額に差が生じる場合があります。 

 

［一般会計等資金収支計算書］ 

業務活動支出のうち、業務費用支出においてはふくちやま応援プレミアムポイ

ントや植物繊維素材給食食器導入の終了などで物件費が減少したこと等により、

894百万円減の17,772百万円、移転費用支出においては、自立支援給付(障害福

祉サービス等)をはじめとする社会保障給付支出等の増により、159 百万円増の

18,788 百万円となり、総額は 414 百万円減の 37,565 百万円となりました。対して

業務活動収入においては、税収等収入及び国府等補助金収入が増加し、851 百

万円増の 40,931 百万円となりました。これらを差し引きした業務活動収支は、

3,366 百万円（前年度比+1,264 百万円）となりました。 

 

投資活動支出においては、公共施設等整備費の減少等により、208 百万円減

の 6,716 百万円となりました。投資活動収入においては、基金取崩収入が減少し、

553 百万円減の 3,790 百万円となりました。これらを差し引きした投資活動収支は

△2,926 百万円（前年度比△345 百万円）となりました。 

 

財務活動支出においては、出資金の増加等により 733 百万円増の 6,336 百万

円、財務活動収入においては、投資的経費の減少に伴い地方債が減少し 229 百

万円減の 5,367 百万円となりました。これらを差し引きした財務活動収支は△969

百万円（前年度比△962 百万円）となりました。 

 

令和 6 年度の業務活動・投資活動・財務活動における資金収支合計は△529

百万円の資金不足が生じ、資金残高が前年度より減少しました。 
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【全体会計】
（百万円）

全体会計 全体会計

11,637 業務活動支出 67,070

　業務支出 66,005

　　業務費用支出 37,259

　　移転費用支出 28,746

全体会計 　臨時支出 1,065

業務活動収入 73,014 投資活動支出 12,589

　業務収入 72,841 財務活動支出 11,982

　臨時収入 173 支出合計 91,642

投資活動収入 6,212 本年度資金収支 △ 999

財務活動収入 11,417

収入合計 90,643

全体会計

10,638

本年度末資金残高

前年度末資金残高 支出

収入

 

 

※百万円単位のため、四捨五入により合計額に差が生じる場合があります。 

 

［全体資金収支計算書］ 

業務活動支出については、人件費や物件費等の業務費用支出で 37,259 百万

円、補助金や社会保障給付等の移転費用支出で 28,746 百万円となっており、臨

時支出を合わせると 67,070 百万円となりました。一方、臨時収入を合わせた業務

活動収入は 73,014 百万円で業務活動収支は 5,944 百万円の資金剰余となりまし

た。 

投資活動支出は 12,589 百万円、一方の投資活動収入は 6,212 百万円で、投資

活動収支は 6,377 百万円の資金不足が生じました。 

財務活動支出は11,982百万円に対し、財務活動収入は11,417百万円で、財務

活動収支は 565 百万円の資金不足となりました。 

以上を合計した本年度の資金収支総額は 999 百万円の資金不足が生じ、資金

残高が減少しました。 

 

 ※連結純資産変動計算書の内訳及び連結資金収支計算書については、「統一

的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき作成を省略しています。 
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＜６＞ 各種指標による分析（一般会計等） 

１ 貸借対照表経年比較 

 

 

《特徴と主な増減要因》 

固定資産においては桃映地域公民館新築工事、六人部地域公民館・体育館大

規模改修工事等により事業用資産は増加しましたが、一方で、減価償却によりイ

ンフラ資産が減少し、前年度から 1,198 百万円の減となりました。また流動資産に

おいては現金預金が減少し 390 百万円の減となりました。資産全体では 1,588 百

万円の減となっています。一方負債については、繰上償還の実施等により地方

債が減少し負債全体で 532 百万円の減となっています。 

令和 5 年度時点での類似団体平均は、資産が 128,923 百万円、負債が 34,265

百万円、純資産が 94,658 百万円であり、本市の資産状況は、比較的高い水準に

あるといえます。 

資産は、市民生活や市の行政活動に必要な財産であると同時に、将来の維持

管理・更新等の支出を伴うものであるため、今後も、公共施設マネジメント計画等

の各種計画に基づいて公共施設の適正管理に努めます。 
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２ 資産形成度 （有形固定資産減価償却率［％］） 

 

 

《概要》 

減価償却累計額／（有形固定資産 -土地等の非償却資産 +減価償却累計額） 

【139,945 百万円／(132,967 百万円 － 70,500 百万円 + 139,945 百万円)】  

有形固定資産（建物・工作物）のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償

却累計額の割合を算出することにより、公共施設等の資産の耐用年数に対して、

資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができま

す。 

広い市域を持ち、多数の老朽化した施設、工作物を所有していることから、数

値上は年々微増傾向にあり、令和 6 年度も前年度比 1.1 ポイントの増となってい

ます。 

本指標の理想値は 50％程度とされており、また令和 5 年度時点で類似団体平

均を上回っていることから、老朽化した施設の改善に向けた取組の推進が必要と

考えられます。そのため、引き続き将来世代負担比率の状況も踏まえ、公共施設

マネジメント計画等の各種計画に基づき、老朽化の進む施設の長寿命化改修や

集約化、除却等を計画的に進めます。
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３ 世代間公平性 （将来世代負担比率［％］） 

 
 

《概要》 

地方債残高（※特例地方債の残高を控除）／有形・無形固定資産合計 

【29,208百万円 ／ 133,085百万円】   

有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による

調達割合を算定することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度

を把握することができます。 

福知山市では近年、将来の公債費抑制のための地方債繰上償還を積極的に

行っており、令和 6 年度においても 511 百万円の繰上償還を実施しましたが、公

営住宅建設事業債の増などにより、令和 6 年度は特例地方債を除く地方債残高

が前年度比 617 百万円増加しています。 

令和 5 年度以前においては類似団体平均を上回っていますが、15％～40%の

間が標準的と言われており、将来世代の負担割合は比較的健全であると言えま

す。また福知山市では、償還額に対して地方交付税が措置される有利な市債を

積極的に活用していますが、当該指標の算定にあたってはその措置分が考慮さ

れないため、市債残高に係る実際の市負担は数値より小さくなります。 

今後も、公共施設の建設・長寿命化対策などに伴う地方債の活用も想定されま

すが、交付税算入率を考慮した適切な市債活用を図ります。 

※特例地方債・・・臨時財政対策債や減収補てん債など資産形成の財源と    

ならない地方債 
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４ 効率性 （住民一人当たり行政コスト［万円］） 

 

 

 

《概要》 

純行政コスト／住民基本台帳人口 【3,954,901万円 ／ 74,009人】 

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一

人当たり行政コストとすることにより、行政活動の効率性を見ることができます。 

令和6年度は行政コストがほぼ横ばいであったものの、人口減少による住民一

人当たりの割合が増えたことで、令和 5 年度と比較し 1.0 ポイントの上昇となって

います。 

自治体標準値は 50 万円とされており、本市は標準値よりもやや高い水準とな

っています。物価高騰や人件費の増、高齢化等の進展、人口減少により、将来的

な経常費用の増加や収入の減少など、地方自治体の厳しい状況が予想されるな

か、今後の行政コスト上昇を抑制するためにも、効率的な行財政運営が課題と言

えます。
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＜３＞ 財務書類に係る用語解説 

１ 貸借対照表 

〔資産の部〕 

1 有形固定資産   

有形固定資産は、行政サービスを提供するために使用される本市及び関係団体等のあらゆる資産 

です。市の会計につきましては、固定資産台帳を作成し計上しています。 

 

２ 投資等 

① 投資及び出資金   

連結対象外の団体等への出資金等の現在高を計上しています。 

② 長期貸付金  

住宅新築資金、暮らしの資金等の市民向けの貸付金を計上しています。 

③ 基金   

「特定目的基金」、「定額運用基金」の残高等を計上しています。 

④ 長期延滞債権  

市税や使用料等の当年度収入未済額のうち、前年度以前に発生した債権について計上していま 

す。 

⑤ 徴収不能引当金  

「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち、将来回収不能となることが見込まれる金額を計上し、資産か

ら減額しています。 

   

３流動資産 

① 現金預金   

財政調整基金、減債基金、各会計の歳計現金に加え、各関係団体の現金預金残高を計上していま 

す。 

② 未収金   

市税や使用料、事業収益等の収入未済額のうち、今年度に発生した債権について計上しています。 

 

〔負債の部〕 

１固定負債 

① 地方債   

地方債・長期借入金のうち、翌々年度以降に償還されるものを計上しています。 

② 長期未払金 

公営企業会計等について、決算書等の数値を採用しています。 

③ 退職手当引当金等 

一般会計等（普通会計）については、年度末において、職員全員が普通退職した場合に必要となる

退職手当の額を計上しています。公営企業会計については、決算書の数値を採用しています。 

 

２流動負債 

① １年内償還予定地方債  

地方債等のうち、翌年度に償還する予定の金額を計上しています。 

② 未払金 

公営企業会計等について、決算書等の数値を採用しています。 

③ 賞与引当金  

発生主義の考え方にもとづき翌年度（６月）に支払う予定の期末勤勉手当のうち、当年度負担相当

額を計上しています。 

 

〔純資産の部〕 

資産の部から負債の部を差し引いた額を計上しています。 
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２ 行政コスト計算書 

①人件費  

職員に対する給与や各種手当等にかかった 1 年間のコスト及び退職コスト等が計上されます。 

②物件費等  

物件費、維持補修費、減価償却費等、物やサービス等を購入・使用することにより生じるコストを表

します。 減価償却費は、実態の現金支出は生じませんが、発生主義に立ち道路・公園・学校・保育所

等の有形固定資産を１年間使用したことによって当該資産の価値が減耗したものとして計上します。 

③ 移転費用  

現金や現物を給付することにより提供する行政サービスに関するコストです。加入団体への負担金

や各種団体に対する補助金（補助費等）、扶助費等の社会保障関係費等を計上します。 

④ 経常収益  

使用料・手数料や分担金負担金等の行政サービスを受けた受益者が直接負担する額を計上します。

国保や介護保険等の加入者保険料、上下水道の使用料等に加え連結対象団体の事業収入等が計上

されます。 

⑤ 純経常行政コスト  

①～③（その他を含めた）の経常費用と④経常収益の差額です。このコスト(赤字)を、市税や地方交

付税、国府補助金等で賄っていることを意味します。 

⑥ 臨時損失  

災害復旧や公共資産の除売却損、過年度損益修正損益等の臨時要因によるコストや収入の発生を

表します。 

 

 

３ 純資産変動計算書 

① 純行政コストと財源調達（一般財源、補助金等受入）   

 行政コスト計算書で算出された純コストの金額に対して、一般財源及び補助金等受入の金額がどの

程度あるかを見ることで、当該コストが受益者負担以外の一般財源等によりどの程度賄われているか

を表します。 

② 無償所管換等   

有価資産を無償で受贈したことによる受贈益等を計上します。 

 

 

４ 資金収支計算書 

① 業務活動収支  

支出は人件費、物件費、他団体への補助金、社会保障給付費、災害復旧費などを計上します。 

収入は税収、国府補助金、使用料及び手数料などを計上します。 

② 投資活動収支   

支出は公共施設の整備費用、基金の積立金などを計上します。 

収入は投資にかかる国府補助金、基金の取り崩し、貸付金の回収、資産の売却収入などを計上し

ます。 

③ 財務活動収支 

  支出は地方債の償還などを計上します。 

  収入は地方債の借り入れを計上します。 


